畜舎等の建築等及び利用の特例に関する事務取扱要領

（令和４年3月31日付畜第1109号）

（令和４年3月31日付建住第875号）
（令和５年３月29日付畜第1088号）
（令和５年３月29日付建住第903号）
第１　目的

　　　この要領は、畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第34号。以下「法」という。）、畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則（令和３年農林水産省・国土交通省令第６号。以下「主務省令」という。）、農林水産省関係畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律施行規則（令和３年農林水産省令第69号。以下「農林水産省令」という。）に規定された知事の権限に属する事務を円滑かつ適正に行うため、必要な事項を定めるものである。

第２　定義
　１　畜舎等
法第２条第１項の規定により農林水産省令第１条及び第２条に定める畜舎及び堆肥舎をいう。
　２　畜舎建築利用計画
法第３条第１項に定める畜舎等の建築等及び利用に関する計画をいう。
　３　特例畜舎等
法第３条第２項の規定により主務省令第65条に定める床面積3,000㎡以下である畜舎等をいう。
　４　認定計画実施者
法第３条第６項に定める畜舎建築利用計画の認定を受けた者をいう。
　５　認定畜舎等
法第５条第１項に定める認定を受けた畜舎建築利用計画に係る畜舎等をいう。
　６　広域振興局長
　　　工事施工地又は所在地を管轄する広域振興局長をいう。
　７　振興局の農政担当部等の長
広域振興局の農政（林）部長又は農林振興センター所長をいう。
　８　振興局の土木担当部等の長
広域振興局の土木部長又は土木センター所長をいう。
　
第３　畜舎建築利用計画
　１　計画の認定
1 　計画認定の申請
　畜舎建築利用計画の認定を受けようとする者は、法第３条第１項に基づき畜舎建築利用計画を作成し、「畜舎建築利用計画の認定申請書」(様式第１号)の正本１部及び副本３部に、それぞれ次に揚げる図書等を添えて、広域振興局長に申請するものとする。
　　　　なお、提出先は、振興局の農政担当部等とする（以下、書類等の提出先は同じ。）。
〇　添付図書等（主務省令第64条）
ア　申請者に係る書類
個人：住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類するものであって、氏名及び住所を証する書類
　　　　　　　　法人：定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの
役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類するものであって、氏名及び住所を証する書類
イ　畜舎等に関する図書等
特例畜舎等:主務省令第64条第１項第３号のイに定めるもの
特例畜舎等以外の畜舎等:主務省令第64条第１項第３号のロに定めるもの
ウ　その他添付図書等
代理者によって申請する場合にあっては委任状又はその写し
構造計算によってその安全性を確かめられたものである場合には、建築士法第20条第２項に規定する証明書（構造計算によって建築物の安全性を確かめた旨の証明書をいう（構造計算書を除く。）。）の写し
2 　計画の審査
　　　　振興局の農政担当部等の長は、畜舎建築利用計画の１、５、６、８の（１）の①、（２）、（３）の②及び③を審査するとともに、畜舎建築利用計画の２、３、４、７、８の（１）の②、（３）の①及び（４）について、振興局の土木担当部等の長に、「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する審査依頼書」（様式第28号。以下「審査依頼書」という。）に、畜舎建築利用計画の認定申請書（添付図書等を含む。）の副本２部を添えて、審査を依頼する。
また、振興局の土木担当部等の長は、審査依頼があったときは、速やかに審査を行うものとし、審査結果を「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する審査結果通知書」（様式第29号。以下「審査結果通知書」という。）により、振興局の農政担当部等の長に回答するものとする。
なお、特例畜舎等の場合は、法第３条第３項第４号の審査は不要とする。
⑶　計画の認定
　ア　計画を認定するとき
広域振興局長は、⑵において、畜舎建築利用計画が法第３条第３項の各号（特例畜舎等の建築等及び利用を使用とする場合にあっては、第４号を除く。）のいずれにも適合すると認め、計画を認定したときは、「畜舎建築利用計画の認定通知書」（様式第２号）に⑴の副本及び添付図書等を添えて、法第３条第６項に基づき認定計画実施者に通知するものとする。
なお、次のいずれかに該当するときは、計画を認定しないものとする。
（ア）　申請された畜舎等が、建築士法第３条又は第３条の２の規定に違反し設計されたものであるとき。
（イ）　申請者が、次に掲げる法律に基づく命令若しくは条例の規定に違反し、かつ、その違反を是正する見込みがないと認められる者であるとき。
・家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）
・水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）
・悪臭防止法（昭和46年法律第91号）
・湖沼水質保全特別措置法（昭和59年法律第61号）
・家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平成11年法律第112号）
・水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例（昭和48年岩手県条例第31号）

　・その他上記法律で制限する内容と同等若しくは類似する規定を有する市町村条例
（ウ）　申請者が、法人であって、その役員のうち（イ）に該当する者があるとき。

また、振興局の農政担当部等の長は、認定の結果等を認定畜舎等台帳（様式第33号）に記入の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
畜産課総括課長は、建築住宅課総括課長に、認定の結果等を通知するとともに、法第３条第６項に基づき、県ホームページにおいて公表するものとする。
公表後、振興局の農政担当部等の長は、当該畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する市町村長に、その旨を通知するものとする。

　　　イ　計画を認定しないとき
広域振興局長は、計画を認定しないときは、「畜舎建築利用計画の不認定通知書 」（様式第３号）を申請者に交付するものとする。
⑷　接道の認定
主務省令第48条第２項の規定に基づく認定を受けようとする者は、「接道認定申請書」（様式第24号）の正本１部及び副本３部に、それぞれ次に掲げる図書を添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付図書

・付近見取り図
・配置図
振興局の農政担当部等の長は、振興局の土木担当部等の長に、審査依頼書に接道認定申請書（添付図書を含む。）の副本２部を添えて、審査を依頼する。
また、振興局の土木担当部等の長は、審査依頼があったときは、速やかに審査を行うものとし、審査結果を審査結果通知書により、振興局の農政担当部等の長に回答するものとする。
広域振興局長は、審査の結果、申請を認定したときは、「接道認定通知書」（様式第25号）に申請書の副本及び添付図書を添えて、認定を受けた者に通知するものとする。
⑸　消防同意等
　ア　消防同意
　　　　　振興局の土木担当部等の長は、農政担当部等の長から畜舎建築利用計画（特例畜舎等に係る畜舎建築利用計画を除く。）の審査依頼があったときは、消防法第７条第１項の規定に基づく畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する消防署長の同意（消防同意）を得るものとする。

　　イ　特例畜舎等の認定に係る情報提供
　　　　振興局の土木担当部等の長は、⑵において、振興局の農政担当部等の長から審査依頼があったとき、当該畜舎等が特例畜舎等の場合、その副本１部を当該畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する消防署長へ通知するものとする。
２　計画の変更に係る認定
1 　計画の変更に係る認定の申請

　　　認定計画実施者は、認定を受けた畜舎建築利用計画を法第４条第１項に基づく変更をしようとするときは、主務省令第72条第１項に基づき「畜舎建築利用計画の変更認定申請書」（様式第４号）の正本１部及び副本３部に、それぞれ次に揚げる図書等を添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付図書等（主務省令第72条）

　　　　・１の⑴に掲げる添付図書等のうち、変更に係るもの
　　　　・主務省令別表第９に掲げる図書

⑵　計画の変更に係る審査
　　１の⑵に準ずる。
⑶　計画の変更に係る認定
　ア　計画の変更を認定するとき

広域振興局長は、審査の結果、計画の変更を認定したときは、「畜舎建築利用計画の変更認定通知書」(様式第５号)により、１の⑶のアに準じて、認定計画実施者に通知するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、認定の結果等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
なお、認定結果等の公表及び当該畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する市町村長への通知については、１の⑶のアに準ずる。

　　　イ　計画の変更を認定しないとき

広域振興局長は、計画の変更を認定しないときは、「畜舎建築利用計画の変更不認定通知書」(様式第６号)を認定計画実施者に交付するものとする。
⑷　軽微な変更
認定計画実施者は、法第４条第２項基づく軽微な変更をしようとするときは、主務省令第73条第２項に基づき「畜舎建築利用計画の軽微な変更に係る届出書」(様式第７号。以下「軽微変更届出書」という。)に、次に掲げる図書を添えて、広域振興局長に届け出るものとする。
　　〇　添付図書等

　　　　　　主務省令第73条第１項に掲げる変更が確認できる図書
振興局の農政担当部等の長は、軽微変更届出書の記の３の内容が、主務省令第73条第１項第４号又は第６号に該当する場合は、その内容を確認するものとする。
また、主務省令第73条第１項第１号、第２号、第３号又は第５号に該当する場合は、振興局の土木担当部等の長に「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する確認依頼書」（様式第30号。以下「確認依頼書」という。）に、軽微変更届出書の写しを添えて、確認を依頼し、振興局の土木担当部等の長は、確認結果を「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する確認結果通知書」（様式第31号。以下「確認結果通知書」という。）により、振興局の農政担当部等の長に回答するものとする。
広域振興局長は、確認の結果、軽微変更届出書を受理したときは、認定計画実施者にその旨を通知するものとする。
なお、振興局の農政担当部等の長は、届出の内容等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
ただし、認定畜舎等台帳に変更がない場合は、報告を不要とする。

第４　畜舎等の建築工事等
１　工事現場における認定の表示
認定畜舎等の建築等の工事の施工者は、法第17条第１項に基づき、当該工事現場の見やすい場所に、畜舎建築利用計画の認定又は変更の認定があった旨の表示（様式第27号）をするものとする。
２　工事完了の届出
認定計画実施者は、認定畜舎等の建築等の工事が完了したときは、法第６条第１項に基づき、原則として、完了した日から４日以内に、「認定畜舎等の建築等工事完了届」（様式第８号。以下「完了届」という。）に、次に掲げる書類を添えて、広域振興局長に届け出るものとする。
〇　添付書類（主務省令第75条）

・特例畜舎等以外の認定畜舎等にあっては、主務省令第75条で定める工事等の終了時における当該認定畜舎等に係る構造耐力上主要な部分の軸組、仕口その他の接合部、鉄筋部分等を写した写真
・代理者によって届出を行う場合にあっては、委任状又はその写し
振興局の農政担当部等の長は、完了届の記の１及び４（法第２条第４項に定める利用基準等に係るものに限る。）を確認するとともに、振興局の土木担当部等の長に、確認依頼書に完了届（添付書類を含む。）の写しを添えて、完了届の記の２、３及び４（法第２条第３項に定める技術基準等に係るものに限る。）について、確認を依頼するものとする。
振興局の土木担当部等の長は、確認結果通知書により、振興局の農政担当部等の長に回答するものとする。

広域振興局長は、確認の結果、完了届を受理したときは、認定計画実施者にその旨を通知するものとする。
３　仮使用の認定
法第６条第２項に基づく仮使用の認定を受けようとする者（以下「仮使用認定申請者」という。）は、工事の完了の届出前に、認定畜舎等（特例畜舎等を除く。）を使用し、又は使用させる場合は、「仮使用認定申請書」（様式第９号）の正本１部及び副本３部に、それぞれ次に掲げる図書等を添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付図書等（主務省令第76条）

　　　　平面図及び安全計画書　等
振興局の農政担当部等の長は、振興局の土木担当部等の長に、審査依頼書に仮使用認定申請書（添付図書等を含む。）の副本２部を添えて、審査を依頼する。
また、振興局の土木担当部等の長は、振興局の農政担当部等の長から審査の依頼があったときは、副本１部を当該畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する消防署長へ通知するとともに、速やかに審査を行うものとし、審査結果を審査結果通知書により、振興局の農政担当部等の長に回答するものとする。
広域振興局長は、審査の結果、仮使用を認定したときは、「仮使用認定通知書」（様式第10号）に申請書の副本を添えて、仮使用認定申請者に通知するものとする。
４　畜舎等における認定の表示
　　認定計画実施者は、主務省令第63条第１項第６号に基づき、畜舎等の見やすい場所に様式第26号（畜産業用倉庫又は畜産業用車庫の用途に供する畜舎等にあっては、様式第26号の２）の表示を行うものとする。

第５　地位の承継及び解散の届出等
１　地位の承継等
1 　相続

認定計画実施者の地位を承継した相続人は、法第９条第２項に基づき相続の日から30日以内に、「認定計画実施者の相続届出書」（様式第11号。以下「相続届出書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、広域振興局長に届け出るものとする。
〇　添付書類（主務省令第88条）

・被相続人との続柄を証する書類
・住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類するものであって、氏名及び住所を証する書類

振興局の農政担当部等の長は、相続届出書の内容を確認し、内容に問題がないときは、広域振興局長は、相続届出書を受理するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、届出の内容等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
⑵　譲渡
認定計画実施者が認定畜舎等の譲渡を行う場合において、法第10条第１項の認可を受けようとする者は、「認定畜舎等の譲渡及び譲受け認可申請書」（様式第12号）に、次に掲げる書類及び譲渡人に係る畜舎建築利用計画の認定通知書の写しを添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付書類（主務省令第89条第１項）

・譲渡及び譲受けに関する契約書の写し
・譲受人が個人の場合：住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類

・譲受人が法人の場合：定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの
役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類

振興局の農政担当部等の長は、申請内容を審査し、広域振興局長は、審査の結果、譲渡を認可したときは、「認定畜舎等の譲渡及び譲受け認可通知書」（様式第13号）により、譲渡人、譲受人それぞれに通知するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、認可の結果等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
なお、広域振興局長は、認可しないときは、「認定畜舎等の譲渡及び譲受け不認可通知書」（様式第14号）を譲渡人、譲受人それぞれに交付するものとする。
⑶　合併
認定計画実施者である法人が合併により消滅することとなる場合において、法第10条第２項の認可を受けようとする者は、「合併認可申請書」（様式第15号）に、次に掲げる書類及び被承継者（合併により消滅する認定計画実施者である法人）に係る畜舎建築利用計画の認定通知書の写しを添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付書類（主務省令第89条第２項）

・合併の方法及び条件が記載された書類
・合併後の法人に係る定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの
・合併後の法人に係る役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写し又はこれらに類
するものであって氏名及び住所を証する書類

・合併契約書の写し及び合併比率説明書
・合併に関する株主総会の決議録等
振興局の農政担当部等の長は、申請内容を審査し、広域振興局長は、審査の結果、合併を認可したときは、「合併認可通知書」（様式第16号）により、承継者、被承継者それぞれに通知するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、認可の結果等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
なお、広域振興局長は、認可しないときは、「合併不認可通知書」（様式第17号）を合併を申請した法人にそれぞれに交付するものとする。
⑷　分割
認定計画実施者である法人が分割により認定畜舎等を承継させる場合において、法第10条第３項の認可を受けようとする者は、「分割認可申請書」（様式第18号）に、次に揚げる書類及び被承継者（分割する認定計画実施者である法人）の畜舎建築利用計画の認定通知書の写しを添えて、広域振興局長に申請するものとする。
〇　添付書類（主務省令第89条第３項）

・分割の方法及び条件が記載された書類
・分割後に認定畜舎等を承継する法人に係る定款及び登記事項証明書又はこれらに準ずるもの
・分割後に認定畜舎等を承継する法人の役員の住民票の写し若しくは個人番号カードの表面の写
し又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類

・分割契約書の写し及び分割比率説明書
・分割に関する株主総会の決議録等

振興局の農政担当部等の長は、申請内容を審査し、広域振興局長は、審査の結果、分割を認可したときは、「分割認可通知書」（様式第19号）により、分割する法人に通知するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、認可の結果等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
なお、広域振興局長は、認可しないときは、「分割不認可通知書」（様式第20号）を分割を申請した法人に交付するものとする。
⑸　譲渡、合併及び分割に係る畜舎建築利用計画の認定の失効　
　　　　譲渡、合併若しくは分割する場合において、⑵から⑷に基づく認可を受けずに、譲渡、合併若しくは分割したとき、又は⑵から⑷の不認可通知書の交付を受けたときは、畜舎建築利用計画の認定は、その効力を失う。
２　解散の届出
認定計画実施者である法人が合併以外の事由により解散したときは、畜舎建築利用計画の認定は、その効力を失い、また、その清算人又は破産管財人は、法第11条第１項に基づきその解散の日から30日以内に、「解散届出書」（様式第21号）を、広域振興局長に届け出るものとする。
振興局の農政担当部等の長は、解散届出書の内容を確認し、内容に問題がないときは、広域振興局長は、解散届出を受理するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、届出の内容等について、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
第６　申請手数料の徴収
県は、畜舎建築利用計画の認定及び変更の認定並びに仮使用の認定に当たり、岩手県手数料条例（平成12年岩手県条例第16号）に定める申請手数料を徴収するものとし、納付書（様式第34号）に岩手県収入証紙を貼付の上、認定申請書とともに提出させ、振興局の農政担当部等の長は、その写しを振興局の土木担当部等の長に送付するものとする。

振興局の農政担当部等の長は、別表の１の畜舎建築利用計画認定申請手数料及び別表の２の畜舎建築利用計画変更認定申請手数料の事務審査手数料の収納額を、振興局の土木担当部等の長は、別表の１及び別表の２の技術審査手数料並びに別表の３の認定畜舎等の仮使用の認定申請手数料の納付額を確認するものとする。
振興局の農政担当部等の長は、全額を収納し、収入証紙の収納額については、事務審査手数料と技術審査手数料に分けて報告するものとする。
第７　認定計画実施者の監督等
１　利用の状況の報告等
認定計画実施者は、法第13条及び主務省令第91条に基づきおおむね５年に１回、広域振興局長が別に定める日までに、認定畜舎等の利用の状況について、「認定畜舎等の利用状況定期報告書」（様式第22号）を作成し、広域振興局長に提出しなければならない。
また、認定畜舎等の全部が除却その他の事由により滅失したときは、法第13条第２項に基づきその滅失の日から30日以内に、「認定畜舎等の滅失届出書」（様式第23号。以下「滅失届出書」という。）を広域振興局長に届け出るものとする。
振興局の農政担当部等の長は、滅失届出書の内容を確認し、内容に問題がないときは、広域振興局長は、滅失届出書を受理するものとする。
なお、振興局の農政担当部等の長は、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
２　報告徴収及び立入検査
広域振興局長は、法第14条第１項又は第２項に基づき必要に応じて、認定計画実施者又は工事施工者等に、認定畜舎等の利用状況等の報告又は帳簿等の提出を求めるものとする。
また、広域振興局長に指名された職員は、法第14条第３項に基づき必要に応じて、認定畜舎等又は建築工事場等に立ち入り、認定畜舎等又は建築材料等を検査し、若しくは試験し、又は認定計画実施者若しくは工事施工者等に必要な事項について質問するものとする。
なお、立入検査を実施する職員は、広域振興局長が発行する「立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書」（様式第35号）を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３　措置命令等
振興局の土木担当部等の長は、次に掲げる⑴、⑷及び⑸を認めたときは、振興局の農政担当部等の長に連絡するものとする。
振興局の農政担当部等の長が、振興局の土木担当部等の長から連絡を受けたとき又は⑵及び⑶を認
めたとき、広域振興局長は、法第15条第１項から第４項まで又は第18条第１項のいずれかに基づき認定計画実施者等に、当該認定畜舎等の使用の禁止その他当該違反を是正するために必要な措置をとること等を命ずるものとする。
⑴　法第７条第１項の規定に違反した認定畜舎等又は認定畜舎等の敷地があるとき
⑵　法第７条第２項の規定に違反して認定畜舎等が利用されているとき
⑶　法第７条第３項の規定に違反して認定畜舎等の用途が変更され畜舎等以外のものとされているとき
⑷　認定計画実施者であった者等が法第10条第５項、第11条第２項又は第16条第４項の規定に違反して効力を失った認定畜舎等であった畜舎等の使用を停止せず、又は保安上の措置を講じていないとき
⑸　建築等又は除却の工事の施行中に使用されている認定畜舎等が、安全上、防火上又は避難上著しく支障があるとき
　　　広域振興局長は、⑴又は⑷の違反を是正するために必要な措置を命じようとする場合において、その違反をした者が明らかでなく、かつ、その違反を放置することが著しく公益に反すると認められるときは、その違反をした者の負担において、その措置を広域振興局長が自ら行い、又は広域振興局長が委任した者に行わせるものとする。
この場合において、振興局の土木担当部等の長は、相当の期限を定めて、その措置を違反した者が行なわなければならない旨、また、その期限までにその措置を行わないときは、広域振興局長又は広域振興局長が委任した者がその措置を行う必要がある旨を、振興局の農政担当部等の長に連絡するものとし、広域振興局長は、その旨を公告するものとする。
４　認定の失効等
広域振興局長は、畜舎建築利用計画の認定がその効力を失ったことを知ったとき、又は法第16条第２項に基づき認定を取り消したときは、「畜舎建築利用計画の認定の失効についての通知書」（様式第32号）により、速やかに認定計画実施者であった者又はその承継人に通知するものとする。
また、振興局の農政担当部等の長は、認定畜舎等台帳を変更の上、畜産課総括課長及び振興局の土木担当部等の長に報告するものとする。
畜産課総括課長は、建築住宅課総括課長に、認定の失効又は取消しを通知するとともに、同条第３項に基づき、県ホームページにおいて公表するものとする。
公表後、振興局の農政担当部等の長は、当該畜舎等の工事施工地又は所在地を管轄する市町村長に、その旨を通知するものとする。

第８　附則

　　　この要領は、令和４年４月１日から適用する。
　　　この要領は、令和５年４月１日から適用する。

別表
１　畜舎建築利用計画認定申請手数料　畜舎等１棟ごとに以下の区分に応じて
	面積区分
	事務審査手数料
	技術審査手数料
	手数料合計

	3,000㎡以下
	7,000円
	－
	7,000円

	3,000㎡超
10,000㎡以内
	7,000円
	200,000円
	207,000円

	10,000㎡超
50,000㎡以内
	7,000円
	320,000円
	327,000円

	50,000㎡超
	7,000円
	610,000円
	617,000円


２　畜舎建築利用計画変更認定申請手数料　畜舎等１棟ごとに以下の区分に応じて
	変更後の床面積の合計
	変更及び増加に係る部分の床面積の合計
	事務審査手数料
	技術審査手数料
	手数料合計

	3,000㎡以下及び当初認定時から3,000㎡超で技術審査がないもの
	－
	7,000円
	－
	7,000円

	当初認定時3,000㎡以下で変更後3,000㎡超
	－
	7,000円
	当初認定時の技術審査手数料の額
	当初認定時の手数料の額

	3,000㎡超
	30㎡以内
	7,000円
	8,000円
	15,000円

	
	30㎡超
100㎡以内
	7,000円
	14,000円
	21,000円

	
	100㎡超
200㎡以内
	7,000円
	21,000円
	28,000円

	
	200㎡超
500㎡以内
	7,000円
	27,000円
	34,000円

	
	500㎡超
1,000㎡以内
	7,000円
	48,000円
	55,000円

	
	1,000㎡超
2,000㎡以内
	7,000円
	68,000円
	75,000円

	
	2,000㎡超
10,000㎡以内
	7,000円
	200,000円
	207,000円

	
	10,000㎡超
50,000㎡以内
	7,000円
	320,000円
	327,000円

	
	50,000㎡超
	7,000円
	610,000円
	617,000円


３　認定畜舎等の仮使用の認定申請手数料
	区分
	手数料

	3,000㎡超の認定畜舎等
	120,000円
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